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	採用の新しい武器。 茨城県の公式認定を受けて、貴社の魅力をアピールしませんか？
	11.13
	FRI
	申請手続き等の詳細は県ホームページをご覧ください  
	茨城県外国人材支援センター
	029-239-3304
	締切
	「茨城県内に本社、本店または事業所等を置く企業（個人、団体を含む）であること」等の 13 項目の全てを満たしていること


	2026.
	❶ 優良企業  　人材確保や、地域との共生・交流等に係る項目（全17小項目）のうち、 　８割（14 項目）以上を満たしていること ❷ 先進企業 　上記❶の要件を満たし、かつ、外国人を役員に登用している、 　または複数人の外国人を管理職に登用していること　
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	就職面接会 優先参加



	11.13
	FRI
	申請手続き等の詳細は県ホームページをご覧ください  
	締切

	2026.
	採用の新しい武器。
	茨城県の公式認定を受けて、貴社の魅力をアピールしませんか？


	外国人受入
	優良企業等認定制度
	県による公表・PR支援
	認定マークの活用
	県融資制度の対象
	就職面接会 優先参加
	締切




	11.13
	2026.
	FRI
	採用の新しい武器。
	茨城県の公式認定を受けて、貴社の魅力をアピールしませんか？

	外国人受入
	優良企業等認定制度
	県による公表・PR支援
	認定マークの活用
	県融資制度の対象
	就職面接会 優先参加
	締切




	11.13
	2026.
	FRI
	採用の新しい武器。
	茨城県の公式認定を受けて、貴社の魅力をアピールしませんか？

	外国人受入
	優良企業等認定制度
	県による公表・PR支援
	認定マークの活用
	県融資制度の対象
	就職面接会 優先参加
	締切




	11.20
	2026.
	FRI

	申請要件
	次の全てに該当すること
	1. 茨城県内に本社、本店又は事業所等を置く企業（個人、団体を含む）であること。 2. 茨城県外国人材適正雇⽤推進宣言を⾏い、所定の様式により知事に申し出ていること。 3. 企業の役員又は関係者が茨城県暴⼒団排除条例（平成22年茨城県条例第36条）第２条第２号又は同条第３号に規定
	する者でないこと。
	4. 会社更⽣法（平成14年法律第154号）に基づく更⽣⼿続き開始の申し立て又は民事再⽣法（平成11年法律第255号）
	に基づく再⽣⼿続き開始の申し立てがなされていない者であること。
	5. 茨城県税に未納がない者であること。 6. 過去３年間において、出入国又は労働に関する法令に関して不正又は著しく不当な⾏為をしていないこと。 7. 労働者の国籍、信条又は社会的身分を理由として、賃金、労働時間その他の労働条件について、差別的取扱をして
	いないこと。
	8. 労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇⽤の安定及び職業⽣活の充実等に関する法律(昭和41年法律第132号)第
	28条に基づき、新たに外国人を雇い入れた場合又は雇⽤する外国人が離職した場合に、当該状況を厚⽣労働⼤臣に届け出ていること。
	9. 賃金等の労働条件について、内容を明らかにした書⾯等を交付するとともに、外国人が理解できる方法により、当
	該書⾯等を説明していること。
	10. 社会保険について外国人が理解できる方法により説明を⾏ったうえで、適切に適⽤⼿続を⾏っていること。 11. 外国人が理解できる方法により、安全衛⽣教育を実施していること。 12. 労働災害防⽌のため、職場内にある標識・掲⽰等に外国人が理解できるよう図解を⽤いるなど、必要な措置を講じ
	ていること。
	13. 評価・賃金決定、配置等の人事管理に関する運⽤の透明性・公正性を確保していること。

	認定基準
	① 優良企業  下表の全17⼩項⽬のうち、８割（14項⽬）以上を満たしていること ② 先進企業  上記①の要件を満たし、かつ、外国人を役員に登⽤している、または複数人の外国人を管理職に登⽤していること 
	(4) ⾃社のウェブサイトやSNS等で、外国人が活躍する様子やインタビュー記事などを発信し、働く環境の
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